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特色1
特色2

特色4

特色3

リース会計、減損会計、会社法、会社計算規則に対応した組合会計基準の解説書

平成19年4月改正の中小企業等協同組合法施行規則に対応し、勘定科目、財務諸表
の各様式、事業報告書様式を中心に改訂

省令では規定されていない組合特有の会計処理について配慮するとともに、組合
運営の円滑化の観点から各種指針となるべき事項について解説

業務監査権限の付与をはじめとする監事の権限強化に配慮し、内部監査の円滑な
実施に当たっての着眼点について解説
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内容見本
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組合は、組合員間の相互扶助や共益を目的とする非営利的事業を展開する組織である。

株主への利益還元を第一義とし、積極的に営利活動を推進する株式会社とは、その組織原

理を異にする。

協同組合をはじめとする非営利組織の会計は、長らく利益を追求する株式会社のそれと

は一線を画するものと考えられてきたが、近年、国際的には企業会計との調和化が進めら

れる傾向にある。国際的な状況に鑑み、今回の組合会計基準の改訂は、企業会計における

新会計基準を積極的に取り入れたものとなっている。中小企業等協同組合法（以下「中協

認められる企業会計の基準へのしん酌規定が設定されたため、企業会計と同様の内容と考

えられる。

しかしながら、組合会計基準の内容が会社計算規則等の企業会計のそれと調和化されつ

つあるとはいえ、組合の存在意義が新しい会計基準によって縛られることがあってはなら

ない。組合はあくまでも社会的弱者が協力して、組合員が相互扶助の精神のもと、互いに

利益を享受しあうことが前提の組織であって、やはり株式会社とは一線を画する組織であ

る。

もしん酌の対象とされている。

勘定科目の選択に当たっては、組合独自の科目を尊重し、組合会計の論理と企業会計の

論理が対峙する局面では、組合のアイデンティティーにまでさかのぼり処理を行うことが

肝要である。具体的には、組合の組合員間の共益を目的とした事業に充てる賦課金収入、

組合員の相互啓発並びに教育訓練のための費用に充当する内部留保を意味する教育情報費
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明説類分細類分小類分中分区

業事 Ⅰ
費用

売販 ⅰ
事業
費

⑴期首棚卸高
⑵当期仕入高

⑶期末棚卸高
⑴広告宣伝費

⑵手形売却損

　期首の棚卸金額を処理する。
　当期中の組合員等からの仕入高の総額を
処理する。
　期末の棚卸金額を処理する。
　販売事業についての広告宣伝費を処理す
る。
　受取手形を金融機関等に譲渡したとき、
手形額面から控除された金利相当額を処理
する。

買購 ⅱ
事業
費

⑴期首棚卸高
⑵当期仕入高
⑶期末棚卸高
⑴手形売却損

　期首の棚卸金額を処理する。
　当期中の仕入高の総額を処理する。
　期末の棚卸金額を処理する。
　受取手形を金融機関等に譲渡したとき、
手形額面から控除された金利相当額を処理
する。

融金 ⅲ
事業 息

⑴担保設定料
⑵調査費

　金融機関への支払利息を処理する。

　担保設定に係る諸費用を処理する。
　貸付に関する調査費用を処理する。

産生 ⅳ
･ 加
工事
業費

費

⑴期首棚卸高
造製品製期当 ⑵

原価
⑶期末棚卸高

　期首の棚卸金額を処理する。
　製造業関係科目参照

　期末の棚卸金額を処理する。
　売上原価以外の共同生産 ･加工事業に係
る直接費用を処理する。

設施 ⅴ
事業
費

却費

払利息

　共同施設に係る減価償却費を処理する。

　施設に係る金融機関への支払利息を処理
する。
　共同施設利用事業に要した直接費用を処
理する。

管保 ⅵ
･ 運
送事
業費

　共同保管事業に要した直接費用を処理す
る。
　共同運送事業に要した直接費用を処理す
る。

査検 ⅶ
･ 試
験 ･
開発
事業
費

　共同検査事業に要した直接費用を処理す
る。
　共同試験研究（分析）事業に要した直接
費用を処理する。
　研究（新しい知識の発見を目的とした計
画的な調査及び探求。）及び開発（新しい
製品 ･ サービス ･ 生産方法（以下「製品
等」という。）についての計画若しくは設

大分類　五　費用

　中小企業庁は昭和27年10月、中小企業組合の会計に関する規範として「中小企業等協同組合経理基準」を制定した。そ
の後、商法、税法、組合法等の改正に伴い、全国中小企業団体中央会において政府指定事業の一環として、昭和34年2月、同
39年3月、同46年3月、同51年3月、同59年3月及び平成3年3月の6回にわたって、その内容の一部改訂を行ってきた。
　その後、平成13年11月、企業活動と金融等のグローバル化、日本企業の会計基準も国際的な会計基準へ会計制度の変更
等、会計制度の見直しを踏まえ、キャッシュ・フロー計算書、事業税の表示と各種引当金の取扱い、ソフトウェア会計基準、
税効果会計、連結決算及び持分会計についての取扱いや考え方等を取り入れ7回目の改訂を行うとともに、表題を「中小企
業等協同組合会計基準」に変更した。
　今回、これまで会計処理等に関する諸規定を有しなかった中小企業等組合法等が平成19年4月に改正法が施行され省令
（施行規則）にこれらの規定が明記されたことを受けて、新たに制定された省令規定に基づき、主に勘定科目、財務諸表の
各様式、事業報告書様式の見直し等を中心に8回目の改訂を行った。
　今後は、これまでと異なり中小企業等協同組合法を根拠法とする事業協同組合等の各種組合、中小企業団体の組織に関
する法律を根拠法とする商工組合等の各種組合及び商店街振興組合法を根拠法とする商店街振興組合等の関係者は、各根
拠法の省令に規定された会計処理等に関する規定を遵守する義務が生じることに留意する必要がある。
　加えて、省令では触れられていない組合特有の会計処理についても配慮し、省令で義務付けられていない事項について
も、組合運営の円滑化の観点から各種指針となるべき事項を盛り込んだほか、業務監査権限の付与をはじめとする監事の
権限強化に配慮し内部監査の円滑な実施に当たっての着眼点等を追加した。
　
　平成19年8月

全国中小企業団体中央会　

はしがき（抜粋）はしがき（抜粋）はしがき（抜粋）

中小企業等協同組合会計基準

部 署 名

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。
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■宛先

第一法規株式会社
FAX　　

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

書店印

取 扱 い

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞
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